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ＰＣＲ検査数および検査体制の拡充を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症は発症直前にウイルス排出がもっとも多く、しかも無

症状感染者からの感染が全体の４０％にのぼることが明らかになっています。これ

以上の感染拡大を広げないためには、感染震源地を明らかにし、その地域住民全員

の検査を行うこと、医療関係者をはじめ介護施設、福祉施設、保育園・幼稚園、学

校などに勤務する職員等への定期的なＰＣＲ検査を実施することです。 

 アメリカのニューヨーク州では、３～４月の感染拡大で「医療崩壊」が起こり、

多くの死者が出たことを受け、州政府が検査数を大幅に増やす方針を決定しました。

各所にＰＣＲ検査所やドライブスルー検査所が設置され、「いつでも、誰でも、何

度でも」全市民が経済的負担なく検査を受けられる制度が整備されました。 

日本でも世田谷区などで検査対象の拡大が進められており、感染拡大地域の全住

民や従業者をはじめ必要のある方がすみやかに検査を受けられる体制を整備する

ことこそ、無症状感染者からの感染を含む感染拡大を抑えるためには最も効果的で

す。 

８月末の政府の対策方針では、これまで自治体と施設の判断としていた感染リス

クの高い施設での定期検査について、政府として実施を要請すると示されました。

しかし、検査体制全体で２０万件を目指すとしながらＰＣＲ検査の目標数は設定さ

れていません。また、地方自治体等を通じた、検査を実施する際の職員配置、検査

キットなど備品購入費用の財政支援がなければ、一般医療機関での検査能力拡大に

はつながりません。 

 よって政府は、ＰＣＲ検査能力をさらに大幅に広げるよう取り組むとともに、政

府の財政責任において地方自治体への支援を拡充することを強く求めます。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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